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1 .はじめに

1995 年の 5~6 月にかけてイズヴェスチヤ紙の一面には「ロシア政府の輸

入食料品に対する攻撃はモスクワやその他の都市の食料品屈の棚を空つぼにし

かねないJ， I輸入食料を拒絶するなら大都市は飢餓的配給の状態となるであ

ろう」等々の実に刺激的な見出しが踊った。これは 4月の輸入食料品に対す

る10%の付加価値税と1.5%の特別税の導入に引き続き 7月 1日に実施が予

定された農産物・食料品に対する関税引き上げ(第 1表)の影響を予測した記

事である O

このような報道に対して， ロシア政府と政府系新聞は，直ちに反論を行った。

その論点は，第 1に一連の処置は圏内農業保護のために不可欠であること，第

2 ~こイズヴェスチヤ紙の主張するような極端な事態はありえない，というもの

であった。こうして，論争が開始されたのであった。

論争は，当初，輸入への制限に反対するモスクワ市長ルシコフとロシア政府

第一副首相チュノミイスで交わされたが，次第に周囲の人々をも巻き込むことと

なった。また，その内容も食料品輸入への制限の是非だけにとどまらず，ロシ
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第 1表 主要農産物・食料品の関税引き上げの状況(1995年 7月 1日から施行)
(単位 %) 

口E口3 目 新税関率 税旧関率 ロ仁ロ司 目
新関 旧関
税率 税率

食肉・食肉加工製品 15 8 穀物 1 1 

ろち鶏肉 25 20 種子用穀物 。 O 

ソセジ1) 20 8 野菜 15 5 

牛乳・乳製品 15 15 柑橘類 5 1 

うちノtター 20 15 パナナ 5 1 

魚類 10 5 白糖 25 20 

出所.白6p卸 HeaKTOB npe3Hne町 aH npaBHTesbCT8a POCCH白CKO白恥且ep剖 HH，1994， No. 1 L 
cTP.1006-1012;C06paHHe 38KOHon8TesbCT88 PoccHAcKO闘争enep8UHH，1994， No. 22， 

CTP.3432-3433:1995，No. 2O.cTP. 3550-3558. 
注 1)キログラム当たり0.4ECUを超えるもの.

アの食料安全保障，農産物市場の現状等々の様々な論点を含む実に興味深いも

のへと発展していった。

本稿は，このような論争の背景，その内容の紹介・分析を通してロシア農業

の直面している問題の一端を探ろうとする試みである O なお，本稿における分

析の対象は，主にモスクワに限定する O これは，岡市がロシア最大の消費市場

であり，輸入をめぐる問題がもっとも先鋭に現れたという事情によるO

2.論争の背景

まず，このような農産物輸入論争が発生するにいたった背景の検討から始め

よう。その最大の契機は 1994年から明瞭になった農産物・食料品輸入構造の

一大転換にあった。ソ連時代から大きな比重を占めてきた穀物輸入は激減し，

代わって食肉・バターのような畜産物のそれが激増したのである(第 2表)。

周知のように，かつてのソ連の穀物輸入は，その過半を飼料穀物が占めてい

たのであって，それが畜産物に置き変わったとも言うことができる O この輸入
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第2表 ロシアの農産物・食料品輸入 1)構造の変化

1994年 冷凍食肉鶏肉柑橘類バター 粗糖 砂糖 小麦・ライ麦2)

輸入量(千トン) 387.0 410.7 868.7 171.3 1203.4 1083.1 1155.1 

対前年(%) 455 556 504 244 72 75 21 

1995年前半 冷凍食肉鶏肉柑橘類ノミター 粗糖 穀物

輸入量(千トン) 249.4 321.0 291.2 126.9 586.8 

対前年同期(%) 124.0 147.9 86.0 158.0 71.2 

輸入価格(百万ドル) 380.8 265.5 159.5 220.3 229.7 112.5 

対前年同期(%) 150.3 106.5 77.3 212.2 87.4 41.1 

出所:(Bonpoc~ CTaTHCTHKH). 1995 No.3.CTp. 73; {CTBTHCTH鴨 CKHA~nneTeHb(CTBTKOM 

αlf). 1995 No. 2. CTP. 50; P ood & Agγicu!tuγe Re/Joγt ([ n terfax) . 1995 No. 30. p. 23. 

注1)CIS諸国を除く.

引 1994年1-9月の数値

構造の変化は，よりマクロ的な視点に立てば，不可避なものでありかっ合理的

な側面をもつものとも言える。というのは， ソ連においては飼料単位当たりの

畜産物産出量は，先進国の 2分の lから 3分の 2程度であった。この指標は，

今日のロシアにおいてさらに低ドしていると言われている(1)。従って，従来

通り飼料作物を輸入するよりも，その最終的生産物たる畜産物を輸入する方が

より合理的なのである O

また，政府の為替政策も食料品の輸入の拡大を助ける作用をした。そもそも

ループりは実勢よりも政策的に過大評価されたレートが維持されてきた。さら

に園内価格は，インフレの進行によって不断に上昇を続け国際価格に急速に接

近し，輸入品に対して競争力を与える結果となった。このため，すでに 1993

年末の時点で，モスクワにおけるバター・食肉・鶏肉および小麦粉の卸売価格

は，アメリカにおけるそれらと同じとなり，卵に関してはそれを上回るにいたっ

た(2)。

1991年 10月から 1994年 10月までの 3年間のループリの対ドル・レートの

変化と国内価格の上昇という指標を見ると，この関係はより明瞭となる。この

間，ループリの対ドルレートは 19分の 1の下落にとどまっているのに対して，
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圏内価格は実に 503倍に上昇しているのであるは)。

さらに 1992年以降のいわば「超自由主義的」とでも言うべきロシアの輸入

政策も，食料品輸入の増加に大きく作用することとなった。ソ連体制下におい

ては，外国貿易は国家が独占していた。その反動としてソ連崩壊後のロシアで

は，急速に外国貿易が自由化きれることになったので、ある O その傾向は，とり

わけ輸入に関して著しかった。それは，農産物・食料品・薬品等のような現実

に国内で必要とされているものに対しては，関税は零とされるという徹底 Lた

ものであった。このような決定の背景には，とりあえず食料を確保し経済改革

に対する不満を回避するという意図があったものと思われる O だが，これはあ

まりにも極端な転換であった。

以上の要因の結果として，輸入食料品(とりわけ畜産物)への依存が強まる

こととなった(第 3表) 0 第 3表における数値は全国平均であるが，それは地

域によって著 Lい偏りが存在しており，さらに問題を先鋭なものとした。専門

家の分析によると，モスクワの全食料品の実に 70%が輸入品であり，その他

の大都市においても状況は，ほぼ同様であるという (4)。

また，農産物輸入の主体が間接的な飼料穀物という形から，畜産物という直

接的な形に転換 Lたことは，各界に大きな衝撃・反応を与えることになった。

今日のモスクワ市の食料品庖では，かつてのような空っぽの棚はどこにも見い

だすことはなL、。商広は， ソーセージの缶詰，包装済のベーコンやスモークサー

モγ，はてはチョコレート・キャンディ一等々で溢れかえっている。だが，そ

第3表 畜産物流通に占める輸入1)品の比重の推移

(単位:%)

食肉および肉加工品 牛乳および乳製品

1995半年期
1992年 1993年第1四

1994半年期
1992年 1993年第1四

国産品 86 81 72 

輸入品 14 19 28 
'---一ー

出所:<3e削耳目 monH>， 1995，No.38，cTP.2
注"CIS諸国含む.

94 90 78 

6 10 22 
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のほとんどは輸入品であり， Iメイド・イン....Jの表示がついている (5)。

このように，モスクワの食料品の海外への強度の依存は，誰にも-目瞭然のも

のとなったのである。

さらに，輸入食料品の増加は，かつての全般的食料品不足を背景としてでは

なく，住民購買力の低下によって一人当たりの消費量が低下していくという状

況下で進行した(第4表)。このことは，輸入農産物・食料品が国内のそれら

を駆逐している，園内農業の保護のための政策が必要だ等の議論を生む土壌と

なった。

また，安価な輸入品の流入は，その質についての数々の疑念や噂を引き起こ

すことになった。日く，安いのは西側で過剰になった質の悪い商品が輸入され

ているからである (6)。また日く，両側の国家備蓄の更新のため古い農産物が

捨て値で放出され，それが輸入されているのではないか(7)といったもので

ある O このような中で， 1995年 6月に発表された国家商業監督委員会の輸入

品の質に関するデータは衝撃的なものであり(第 5表)，この疑念をさらに深

第 4表 ロシアにおける主要農産物の一人当たり消費量の推移(l991~1994 年)

(単位:kg) 

1991年 1992年 1993年 1(9推94定年) 1994年(対%前)年比

穀物製品 100.6 103.9 107.4 110.4 102.8 

じゃがし、も 98.1 106.6 112.3 123.6 110.1 

野菜 86.4 78.0 76.3 65.0 85.2 

果物 34.5 29.3 30.9 32.1 103.9 

食肉・食肉加工品 65.3 57.9 57.3 59.0 103.0* 

牛乳・乳製品 348.5 294.2 305.1 294.0 96.4 

卵(個) 229 243 236 215 91.1 

魚類・加工品 14.1 11.5 11.3 9.8 86.7 

出所:<BonpocbI CTaTHCTHKH). 1995. No. 3， CTP. 83. 

注・なお，注目に値するのが1994年における食肉および食肉加工品の消費量の(微〉地

である.もちろん. 1994年の数値は推定値であり，直ちに結論を出すまでには至らない

(誤差の可能性もある).だか，圏内の住民一人当たり食肉生産量は1993年の51キログラ

ムから1994年には47キログラムに低下しており(TaMa:e， CTP. 71. )， このことを考えると

消費量増加の要因は，輸入の増加である可能性は排除できない.



74 農業総合研究第 49巻第4号

第 5表 1994 年 1~9 月に輸入された商品の質(同家商業駐督委員会のデータ)

口仁口3 目 調査量 不良品量 不良品率(%)

鶏肉(トン) 407.6 159.1 39.0 

ソーセ ジ類(トン) 235.1 155目1 65.2 

バター(トン) 1，263.3 327.4 25.9 

乳製品 (トン) 157.2 59.7 37.9 

チーズ(トン) 182.2 58.9 32.3 

茶(トン) 152.7 92.2 60.4 

コーヒー(トン) 47.9 23.6 49.3 

ミネラノレ・ウォ ター(デカリットノレ) 415.1 204.4 49.2 

リキューノレ類(デカリットル) 71 ，064.0 47，483.1 67.2 

菓子類(トン) 287.2 52.7 18.3 

出所:cP∞C目白CK自由 ra3eT百九 2即 HSI 1995 r.. CTp. 3. 

めることになった。

とはいえ，このデータに関 Lては一定の留保が必要であろう O まず第 1に，

このデータの発表された時期は農産物輸入論争のまさに盛りであり，そこにま

ず何らかの意図を感じるからである O 第 2に，同様の理由から抜き取り調査の

際に意図的な選択が行われた可能性が排除で、きなL、。さらに重要なのは，これ

と対照すべき国産品のデータが明らかにされていないという点である (8)0

と同時に，一般に西側で流布している「輸入品は低価格・高品質であり，そ

れ故にロシア産の農産物・食料品を駆逐している」という見解は，一定の修正

が必要である。さらにこの見解は， ロシア人の「噌好」という問題を考慮する

と，より複雑なものとなる。以下では，このことをノtターを例に検討してみよ

う。

現在，モスクワではノtター市場の約 75%が輸入品で占められており，国産

のそれは 25%に過ぎなし、。バターの場合，主な輸入先はニュージーランド，

オランダ， ドイツ，スイスとなっている O これら地域ではコレステロールの過

剰摂取が敬遠されているため，バターの乳脂肪分は低めに抑えられている O と

ころがロシアでは，バターはより純粋な，すなわちより乳脂肪分の高いものが

好まれているのである O 現在の輸入品の市場席巻は，なによりもまず国産品と
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輸入品との大きな価格差(卸売段階でキログラム当たり前者が 1 万 2500~ 2 

万ループリ，後者が 6000~ 1万2000ループリ)に由来するものである O この

ため，消費者は，余儀なく自らの噌好とは必ず Lも合わない輸入バターの購入

をしているのである (9)。この意味で，輸入バターの場合には，ロシア人にとっ

てその品質はあきらかに低いといえる。

このような状況は，貿易政策の変更を求める声を生み出した。また，実際に

も変更が行われた。それが 1994年 7月の農産物・食料品への関税導入であっ

た。当初，政府は 3月 15日からの施行を予定したが，今回と同様に大都市の

市長からの反対に直面し，ほぽ4カ月遅れの施行を余儀なくされたのであった。

だが，幸子余曲折の末導入された関税もすでに第2表で示Lたように畜産物輸

入の急増を止めることができなかった。このため，政府は関税率の引き上げを

検討し始めたのて*あった。

このような政府の動きは，議会内に大きな勢力をもっ農業ロビーや農業関係

者の支持を受けた。さらに重要なことには，都市住民の聞にも一定の支持を見

出した。以下では，この事情について若干の説明を加えよう。

まず輸入品の急増は，都市住民の聞にもある種の感情的なしこりを生み出し

ていた。具体的例をあげれば，彼らはなぜアス卜ラハン(叩)の野菜より海外か

らのものがモスクワに届くのか，なぜバナナがロシアでもっとも安い果物なの

か，という素朴な(同時に痛烈な)疑問を提起しかっ訪しんでいたのである O

もちろん，これらの現象には，それぞれ納得のいく理由が存在している(叫。

だが，一定の住民の感情によりアピールしたのは. Iロシアを食料品市場とす

るための外国の陰謀」説であった。つまり，現在輸入品が安いのは，国内農業

を破壊するためであり，ロシアが完全に輸入に依存するようになったならその

時，価格も上がる。こうして，今日の経済的不利益は埋め合わされるというの

である(防。このような排外宣伝に加えて，なによりもロシアのものが一番と

いう素朴な愛国主義に訴える手法も併用された。その代表的な事例が関税引上

げ直前にエリツインがモスクワ州近郊の農場で行った声明である。その中で彼

は「われわれの農産物の質は，外国のそれよりも優れている。様々な添加物は
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なく....汚染度は極めて低い」と持ち上げ，国産品の購入を呼びかけたのであ

る(13)。

このような世論を背景にロシア政府の政策は，官頭に述べたように 1995年

4月から国内農業保護の方向へ一段と加速することになったのである O

注(J) <<伽HaHCOB~e H3BeCTHH).20 ~nH 1995 r..cTp.5. 

(2) MoscolIJ NellJs. 1993. No. 49. p. 8. 
(3) 仙沼eCTHH).22 anpenH 1995 r..cTP.2.なお. 1994年10月には，いわゆる「暗黒

の火曜日Jとして記憶されるループリの大暴落が発生しているJ

(4) (伽HaHCOB~e H3BeCTHゆ. 20附 nSl 1995 r..cTP.5. 
(5) ソ連時代にはこのような西側商品は，ベリョースカと呼ばれた外貨底などの限ら

れた供給縞でしか見られなかった。

(6) 例えば. (KpecTbSlHcKaH P∞CHHゆ. 1994 No. 17. CTp. 3. 

(7)例えば. (PoccHAcKaSl ra3eTa) 2 ~HH 1995 r..cTp.3. 
(8) このような状況を受けてイズヴェスチヤ』紙では1995年7月から独自に商品

の質の検査を行い，それを不定期で連載している。現在までのところ，輸入品・国

産品ともに大幅に国家規格に反しているという例の報告は，ほとんどない。また，

その場合も輸入品または国産品に一方的に集中するという傾向はない。

つけくわえて言えば，食品の質を云身する場合には，圏内での販売環境も考慮さ

れるべきである。例えば，牛乳や食肉はしばしば適切な保冷施設のない状態で販売

されている。また，現在は禁止されたが. 1992年当時のモスクワでは路上で食肉取

引が広範に実施されていた。このことは，ニュース映像等で記憶に新しいところで

あろう。以上の例に代表される流通局面での不適切な扱いは、品質の低下に大きな

影響を与えていると見られる。

(9) <<l-l38ecTHH). 22 anpenSl 1995 r.， CTp. 1.また，ロシアにおいてマーガリンはあま

り人気がない。若干の業者は，マーガリンを「ブレッド・スプレットヴェジ

・ダブル・バターj というようなまぎらわしい名称をつけて販売している。マー

ガリンに脂肪分を加え.バターらしく見えるようにしているとも伝えられている

(MoscoωNews.1995.No.47.p.8)。このような行為が，輸入商品の高い不良品率の

原因となっている可能性は十分ある。

側 アストラハンとは，カスピ海北岸に位置する州である。州のほぼ中央をヴォルガ

川が流れており，水運の便にも恵まれている。同州では温暖な気候と恵まれた水量

を利用した野菜・果物栽培が発達しており，ソ連時代には「全連邦の温室Jと称さ

れた。とりわけ， トマト・西瓜が有名である。

間野菜の場合，圏内産が基本的に「季節的なj 商品であるということが，輸入品と

の競争力を弱めている。このため圏内産が流通にのせられるのは，現在，旬の時期

に限られているとL、う。また，阪売方法の影響も大きいようである。輸入トマトの

場合.底の棚へきっちりと一列に並べられきれいにディスプレイされているのに対

して，アストラハンの旬のトマトは乱雑に積まれたままである，という代目3BeCTIlSl).

29 anpen珂 1995r..cTP.I.)。
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バナナの場合は複数の要因が存在している。まずバナナはどんな素人でもJ

取引が可能な極めて取り級いやすいHenplIXOT1I1I聞自)かっ長期間の保存が可能な商

品である。また，バナナは純外国産の果物であり，従って関税も低く，かつ輸入も

一時期に集中豪雨的に行われ，市場はすぐに飽和状態となってしまう。これらすべ

ての要因が，価格を引き下げるように作用しているのである。なお，ロシア産果物

も，輸入品に急速に市場を明け渡しつつある。それは，流通への対応の差に原因が

ある。輸入品は選別・規格化されたものが箱詰めされているのに対して，ロシア産

の場合，収穫されたものが直接農場から選別・規格化なしに持ち込まれてくるので

ある。つまり.輸入品は徹底的に流通を意識したものであるのに対して，国産品は

いまだ旧来のままなのである(<I!3BecT間九 13陥百 1995i.， CTp .1. )。

間 <POCC目白CKaHia3eTa)，15 ~HH 1995 i.，CTp.3. 

U3 <KpecTbHHcKaH POCCII買>， 1995No.22，CTp. 1-2. 

3.論争の展開

ここでは，ロシア政府の政策転換によって引き起こされた農産物輸入論争の

過程を整理して紹介する。その際には，双方の主張をなるべくそのままの形で

取り上げるものとしその真偽については改めて 4で検討する。また，ロシア

農業の現在直面する問題を鋭く指摘した論点に関しては，若干のコメン卜を添

えている。

輸入食料品への付加価値税・特別税付加に引き続いての関税の引き上げに反

対を表明したのは，モスクワ，サンクト=ペテルプルグ等の大都市の市長であっ

た。なかでも，人口 900万を擁するロシア最大の都市モスクワの市長であるル

シコフの対応は早かった。彼は，すぐさま第一副首相のチュパイスおよび首相

のチェルノムイルジンに対して公開書簡を送り，関税引き上げは都市住民への

安価かつ安定した食料供給を妨げかねない，と訴えたのである O ルシコフを筆

頭とする関税引き上げ反対派の論点、は，大きく分類すると次の 3点に集約する

ことができる。以下では，これを/1原に紹介しよう。

第 1の論点、は，関税の引き上げは，食料品価格の高騰を招くというものであ

る。まず関税の引き上げは，輸入品価格の引き上げを不可避的に導く O モスク

ワ市食料資源局(且enapTaMeHT npo瓦OBo~bCTBeHHWX pecypcoゅの 5月末
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の試算によれば，それは鶏肉・粉ミルク・バターの小売価格で1.4倍，牛肉で

1.7倍，砂糖でほぼ 2倍にも達するとした(1)。さらに国内の生産者もこれに

便乗して価格を 40~80%引き上げることは「不可避」である。この結果，食

料品価格は，一般の消費者の手に届かないものになってしまう，というのであ

る(2)。

値上げ幅の予想の当否(後日，モスクワ市自身が下方修正を行っている)は

さておき，ここで指摘しておかなくてはならないのは，この予想は経験的にみ

ると，かなりの説得力をもっているということである O というのも 1近年の

実践は，輸入食料品の高騰に引き続いて，国産品の価格も上昇することを示し

ている」からであるは)。この点にも移行期経済の問題がひそんでいると言え

るO

第2の論点は，結局のところ，このような大幅な食料品の小売価格の上昇も

生産者に利益を与えるかどうか疑わしい，というものであるO 現時点において，

食料品小売価格に占める生産者の取り分は著しいものではなく，大部分は地域

の独占者，すなわち加工・流通業者に入ることになる。こうして，一般消費者

だけが大きな不利益を被る結果となる，というのであるは)。

この論点もまた現在のロシアの農業改革における問題点を鋭くついたもので

あると言える。 例えば，ロシア農業食料省大臣のナザルチュクの発言によれば，

食料品の小売り価格に占める生産者の取り分は， 1991 年~1994 年の聞に 160

~70%から 20，:，-，40%J にまで低下しているという (5)。また 1994年だけをとっ

ても，食料品の小売り価格は年間で 2.2倍となったのに対して，農産物の買い

つけ価格の上昇は 76%にとどまっている (6)。すなわち，生産者の取り分はわ

ずか一年間で 20%も低下したのである。

生産者は，確かに加工・流通業者の独占体制の下にあると言えるO このよう

な独占体制の解消は， ソフホーズ・コルホーズの改編と相並ぶ，極めて大きな

問題である。本論から離れてつけ加えれば，このような状況を打破するために

生産者が自前の加工企業や商屈を建設する動きが観察されている。これらは，

短期的な対応としてはやむを得ないものであるが，長期的には非合理的となる
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危険性が大である O なぜなら，コストのかきむ小規模な加工工場では，輸入品

をも含む商品との価格競争・質的な競争を勝ち抜くことは，極めて困難なこと

が容易に予想できるからである。

第3の論点は，モスクワにとって食料品の輸入は必要不可欠のものであって，

輸入へのいかなる制限も直ちにモスクワ住民の食料供給に悪影響を与える，と

いうものである。言い換えれば，ロシア産の食料品が足らないので，輸入を行っ

ているという主張である。事実，ソ連時代のもっとも良好な時代ですら， ロシ

ア産の食料はモスクワの需要の 3分の 1程度を満たすだけであった。残りの 3

分の 1は当時の「連邦フォンドJ，すなわちベラルーシ，ウクライナ，カザフ

スタンのような現在独立国家となった他の共和国(いわゆる「近い外国J)の

生産物によって，さらに 3分の 1が輸入(いわゆる「遠い外国J)によって賄

われていたので、ある (7)。

このような反対派の論点に対して，推進派も直ちに反論を行った。その内容

もまた反対派の主張に負けず劣らず激烈なものであり，かっそれなりの根拠を

ともなったものであった。以下では，これを順に紹介しよう O

第 1の食料品価格急騰説に対しては，第一副首相のチュパイスは，これを真っ

向から否定した。彼は「輸入関税引上げの結果としての食料品価格の上昇は，

それに利害を持つ者の嘘であるJと断言したのである。彼の説明は以下のとお

りである。食料品関税の引き上げ幅は 15~ 6 %J程度でしかない。一方， ド

ルの為替レートはループリに対して 5月だけで9%もド落しており 6月に入っ

てもこれは継続している。すなわち，輸入業者はすでに関税引き上げ前に，そ

の上昇分を「補償」している，としたのであった(B)。

第 2の食料品の小売価格の上昇によって利益を受けるのは生産者ではなく，

加工・流通独占体であるという主張に対しては，次のような辛掠な反論が向け

られた。 1モスクワ市政府は，どういうわけか次のような市場モデルを好んで

いる。それは輸入を，それも輸入だけを好む 2~3 の企業が 900 万都市の供給

を行うというものであるJ(9)。すなわち，モスクワ市こそが独占企業をっく

り出し，その温存に奔走しているのではないか，というのである。そして，な
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ぜ独占企業が輸入品を好むかについては，次のような説明で一刀両断にした。

「答えは簡単である。 r商人』にとっては，海外の商品を扱うことの方がより

有利なのである。つまり，利益が多いからである。国産品を販売する理由はな

いのである。 c国産品の場合〕経営は，常にどんな価格でトマトが売られたか

を知り， 自らにも『余剰分』を要求するのであるJ(10)。また，モスクワ市の

輸入品購入の流動資金は， 1無利子」で連邦政府から支給されていることを指

摘し，これは外国の農民に補助金を与えているのと同様であるとした山。

第3のいわば「ロシアはモスクワを養えない」という主張に対しては，それ

は原因ではなく結果であるという反論が突きつけられた。すなわち，モスクワ

は意図的に園内農産物を閉めだしそのことによって周囲の食料供給基地を自

らで破壊しているというのである O 例としては，粉ミルクの輸入があげられ，

それはモスクワ州の全乳生産を破滅に追いやった，とされた(ロ)。チュパイス

は，輸入によって「ロシア中央部・非黒土地帯・北西部全域」がモスクワとい

う巨大市場から引き離され，そのことによって窮状にあると主張した(13)。す

なわち，モスクワ市の市場と Lての閉鎖性こそが問題(以下，これを便宜的に

「閉鎖的市場論Iと略称することにする)であるとしたのである O

このように関税の引き上げをめぐる論争は，双方が一歩も譲らない全面的対

立の様相を濃くしていった。 5月末には，両者の妥協点、を探るべく，多数の関

係者が招かれモスクワで会議が開催された。そこでは，モスクワおよびその他

の大都市は，どれだけの食料を必要としているのか，そしてロシア圏内の地域

はそのうちのどれだけが提供できるのかが審議された(14)。両者の妥協の産物

として採択されたのが， 1995年5月25日付けのロシア政府決定 11995年にお

けるモスクワ市住民への食料確保のための方策についてJ(15)であった。決定

によるとモスクワ市は，第6表に示した量の国内農産物を買い付けることになっ

た。そしてその代償として，モスクワ市には 2億ドル相当の資金が年利 8%の

低利側で貸し付けられることになったのである。

だが，論争は決定採択後も続いた。そこでの焦点となったのは，はたして食

料品の値上がりはするのか(そうであるならばどれくらいか)と「閉鎖的市場
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第6表 1995年にモスクワ市に供給される農産物・食料品量

総 量 うち園内から

食肉および食肉加工品(千トン) 650 200 

牛乳および乳製品(千トン) 3，∞o 1，800 

うちバター(千トン) 75 50 

チーズ(千トン) 35 9 

ドライ・ミルク(千トン) 35 25 

全乳製品(千トン) 560 560 

卵(百万個) 1，440 1，440 

砂糖(千卜 γ) 500 2∞ 

穀物(千トン) 1，300 1，300 

植物油(千ト γ) 160 90 

魚類(千トン) 125 125 

じゃがし、も(千トン) 180 180 

野菜(千トン) 250 220 

出所:白Opat棚 羽KOHo.nareJlbC羽 aP，∞CII自CKO自供且ep，釦日比 1995，No. 23， crp. 428乙

論」の真偽仁関する 2点であった。

6月 16日にモスクワ市長ルシコフは，チェルノムイルジ γあてにこのこと

に関する公開書簡を送った。そこではまず，第 1点の関税引き上げ後の輸入品

価格の上昇については，モスクワ市の試算によると，牛肉で 45%，鶏肉で 25

%，パタ で 47%，砂糖で 60%に達すると主張された。これに対して，連邦

政府は経済省に対してこの試算の検討を指示した。そして，経済省大臣代理イ

グナチェフは，以下のような報告聞を行った。

彼は，まずモスクワ市の専門家の試算には「一連の粗野な技術的誤り jが存

在してし、ることを明らかにした。そして，これらを是正すると牛肉の値上がり

は 45%ではなく 16%になるとした。さらに 4月末からのドルの為替レー卜の

下落は約 12%に達しており，これを考慮、に加えると，牛肉価格上昇見込みは

さらに低下して 5.1%となると結論した。

彼は， この結果を踏まえて，関税の引き上げによる影響は「普通の」月の平

均インフレ率(18)を越えないと断じた。だが，彼は同時にその「心理的」効果
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は大きなものとも指摘した。すなわち， I新輸入関税を導入したという事実自

身が，消費者のインフレの予想を煽り，輸入業者が自らの商品価格を 5%を大

きく上回って引き上げることを可能にするであろう」というのである。これは，

いわゆる玉虫色の報告であり，最終的な決着はここでもつけられなかったので、

あるO

次に第 2 点の「閉鎖的市場論」については，ルシコフは 6 月 8~9 日にモス

クワで聞かれた食料卸売見本市の結果をヲI¥，、て反論した。それによると，モス

クワは 1995年後半に 32万 5000トンの食肉・食肉加工品を必要としているが，

同見本市で圏内からの供給の契約が結ぼれたのは 5万 3000トンに過ぎなかっ

たと L々 。さらにノtターの場合は必要量4万 5000トンに対 Lて，契約が締結

されたのはわずか 2万トン，砂糖の場合はそれぞれ 25万トンと 13万トン，植

物油は 8万 4000トンと 1万 1000トγ等々という数値が報告され，モスクワは

国内農産物に対して閉ざされているのではなく，国内農産物こそが足りないの

である，という主張が繰り返された(19)。

これに対して同見本市に参加したベンザ州代表は，次のように再々反論を行っ

た。それによると州は 2500トγの鶏肉， 600トンの牛肉，さらに様々な種類

のソーセージを持も込んだが， iひとつ左して実際の契約は結ばれなかった」。

そして，この原因はこれはモスクワが価格の引き下げを狙って，意図的に契約

を結ぼうと Lなかったためである，とした(却)。こう Lて，第 2点に関しても

決着はつくことはなく，論争は次第に泥仕合の様相を呈していったのである。

食料品輸入をめぐる論議は，連邦評議会(上院)の場にも波及した。連邦評

議会は 7月上旬に食料安全保障に関する問題を討議するため 2日間の会議を

招集した。そこで主報告を行ったのはロシア農業食料省大臣ナザルチュクであ

り，彼は農工コ γプレックスの状況について次のように総括Lた。 I農工コン

プレックスは今日，極めて厳しい状況下を耐えて生き延びている」。流動資金

はなく，何十年にもわたって蓄積されてきた生産・技術的潜在力は失われつつ

あり，機械は補充されず，土壌肥沃度は低下しているO あらゆる種類の家畜頭

数の縮小が進行し，生産量は著しく低下し，多くの経営は欠損である。この結
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果，地方の小規模病院は閉鎖され，農村のパス路線の半分が廃止された。これ

に加えて皐越は 2500万ヘクタールにもおよぶ播種に被害を与えた。このよう

に食料安全保障は失われつつあり，それは後の世代にとっても現世代にとって

も「もっとも悲劇的な出来事」となろうとした(21)。

連邦評議会は 7月5日「ロシアの食料安全保障の確保について」と題した

決定を採択したが，これはナザルチュクの行った主報告の論調を色濃く反映し

たものであった。日く，過去五年間の「ロシア連邦の農工コンプレックスにお

ける，主に労働組織形態と生産手段の所有形態の変更に基盤を置く著しく誤っ

た農業政策」は，農業生産を急落させ，住民の食料消費を著しく低下させた。

そして「経済的に根拠のない恒常的に増加する食料品輸入と園内農産物の効率

的利用の拒否は， ロシア連邦の農工コンプレックスの最終的な崩壊を直接に促

進しており，最終的には国家の食料安全保障を掘り崩してし、る」とされた刷。

要するに，輸入食料品の氾濫の原因は改革そのものであり，食料安全保障を確

保するためには，改革路線が「修正jきれなくてはならない，とするものであっ

た。ここに論議は， 1992年以来の改革全般にまで広がったのであったO

改革が食料の輸入への依存を高めた，という論議に対しては，イズヴェスチ

ヤ紙のオットー・ラツィスが輸入統計を根拠とする反論を行った。第 7表は，

1990 年~1995 年第 1 四半期までの農産物・食料品輸入額とそれの全輸入に占

める比重を示したものである。彼はここから食料品の輸入額・比重は，改革の

4年間を通しでほぼ同じ水準であると指摘した。そして，食料自給の状況は改

革によって「悪化した」わけではなく，改革によっても「変わらなかった」の

であるとした(幻)。

第7表 農産物・食料品輸入量の推移(1990~1995 年第 1 四半期)

輸入額(億ドル)

全輸入に占める割合(%)

1995年1990年 1991年 1992年 1993年 1994年 第1四半期

166 124 96 59 104 

20.3 27.9 26.0 22.2 29.2 

32 

28.0 

出所:伺羽ec羽圃).7 HOsR 1995 r..cη.2. 
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注(1) dl3BecTHゆ. 8 HIOH珂 1995r.. CTp. 4. 
(2) 州3BeCTHlI). 30陥日 1995r.. CTp. 1. 
(3) T釧Jle.

(4) <PoccHAcKall ra3eTa)， 2即日目 1995r..cTp.3. 
(5) (3KoHMHKa cellbCKoro X03司自CTBaPoccHH)，1995 No.5，crp.5. 
(6) (PoccHAcKa耳 ra3eTa).2剛聞 1995r.. CTp. 3. 

(7)州3BeCTHSI>.2附 H買 1995r.. CTp. 1. 
(8) 仙沼eCTHlI). 9附間 1995r.. CTp. 4. 
(9) (PoccHAcKa耳 ra3eTa).2附 H買 1995r.. CTp. 3. 

帥 (PoccHAcKallra3eTa). 15冊 HSI1995 r..cTp.l. 
刷 (POCCHACKallra3era). 2附 H買 1995r..cTp.3. 
叫 T釧Jle.

日 UI3BeCTHゆ. 8附 H買 1995r.. CTp. 4. 

n41 (I0¥3BecTHゆ. 2 HIOH冒 1995r..crp.1. 

回 CoopaHHe3aKOHonaTellbCTBa PoccHAcKO由恥nepaUHH.1995，No.23.cTp.4280-4282.

nG例えば，公定歩合は年 196%である。
間 <M3BeCTHlI)， 29 HIOHSI 1995 r.，cTp.2. 
(w 例えば， この論争が行われていた1995年の 5-7月のインフレ率はそれぞれ，7.9

%， 6.7%，5.3%であった(<3e削SIH J¥1O且ゆ， 1995 NO.31 cTp.2; No.35，CTP.2.)。

n~ <M3BeCTHSI)， 29蜘 HSI1995 r.，cTP.2. 
間 <PoCCHAc問 責 ra3eTa)，19附 H耳1995r.， CTp. 3. また同じく見本市に参加したス

タヴロポリ地方代表も同様の主張をしているいPoccHAcKaSlra3eT必， 21悶悶 1995
r.，CTp. 2.)。

(21) <3e削耳目別且ゆ， 1995 NO.28，CTp， 1. 

阪~) Co6paHHe 3aKOHonarellbCTBa POCCHAcKOA 4刷 epaUHH，1995，No.28，cTP.4975-4977.
123) <M3目 的THSI)，7 即1IS1 1995 r.， CTp. 2. 

4.論争の検証

7月 1日には当初の予定通りに関税の引き上げが実施された。こうして，様々

な問題点を改めて提起 Lた5月からの論争は一つのピークを越えた。双方の主

張の正当性は，現実の場で検証されることになったのである。ここでは，まず

論争の焦点となったてつの問題 食料品の価格と「閉鎖的市場論」 の検

証を行う O

食料品価格，とりわけ畜産物価格は 7月 1日以後も反対派が予想したよう
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な大幅な値上がりを記録しなかった。 5~7 月の畜産物価格の動向は，輸入品

への課税・関税の引き上げが行われる以前の 4月のそれと大差がなかった。そ

れどころか，小売価格の上昇は，抑制されさえしたのであった(1)。この傾向

は8月に入っても維持された。同月における小売り価格(ロシア平均)の上昇

は，鶏肉で 6.1%，牛肉で 3.4%，豚肉で 3.2%，ソーセージで4%にとどまっ

た。さらに農場からの買いつけ段階では，毎年恒例の越冬を前にしての家畜屠

殺量の増加のため，食肉価格は平均して 0.6%下落した(2)。これによって 9

月以降も小売り価格は，相対的に安定することになった。 10月にいたるまで，

食料品の価格上昇は，消費者物価全体の上昇率を下回っている。

モスクワにおける価格の動向も同様であった。第 8表は，モスクワにおける

第8表 モスクワにおけ)るの主推要移畜産(1物の「ルイノックでの価格を考慮、し
た小売り価格Jl)O)ttf'1. (1995年 3~10 月)

(単位足当たりループり)

調査日 牛肉 豚肉 バター ソーセージ 鶏肉

3月21日 11，002 13，650 18，667 

4月17日 11，206 14，335 18，613 16，565 10，318 

変動(%) (+ 1.85) ( +5.01) ( -0.28) 

5月15日 11，785 14，880 18，760 17，972 11，218 

変動(%) (+5.16) ( +3.80) (+0.78) ( +8.49) (+8.72) 

6月12日 12，576 15，531 19，197 19，496 11 ，653 

変動(%) (+6.71) ( +4.37) (+2.32) (十8.47) ( +3.87) 

7月10日 13，003 16，476 19，448 20，595 12，091 

変動(%) ( +3.39) ( +6.08) (+1.30) ( +5.63) (+3.75) 

8月21日2) 13，416 17，624 19，737 21，329 12，679 

変動(%) (+3.17) (+6.96) (+1.48) (+3.56) ( +4.86) 

9月11日 13，221 17，994 19，773 21，715 12，704 

変動(%) (-1.45) ( +2.09) (+0.18) (+1.80) (+0.19) 

10月9日 13，418 18，534 19，943 22，226 12，828 

変動(%) (+1.49) ( +3.00) ( +0.85) (+2.35) (+0.97) 

注 υ農業食料省の算出.

2) 8月21日のみ，前回調査との間隔が6週間であることに注意.その他は4週間.

出所:(KpeCTbIlHcKa耳 POCC間九 1995 No. 12， C叩.10:No.lacTp. 12:No.20，cTP. 12: No.2~ 
CTP.12:No.29，c叩.12:No.34. CTP.12:No.37.cTP. 12:No. 41， CTP. 12. 
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主要畜産物の価格動向を示したものであるが，ここでも 7月の関税引き上げ以

降も顕著な変化がなかったことがわかる。多くの品目では価格上昇は鈍化して

おり，若干の品目では小幅な値下がりすら観察された。

このような事態の原因としては，まず第 1にループリの安定があげられる。

ループリの対ドル・レートは 1~4 月には下落を続けたが 5 月 3 日に最安

値 1ドル=5130ループリを記録した後に緩やかに反転し始めた(第 9表) 0 

さらに，関税引き上げ直後の 7月6日に為替政策に新機軸が打ち出された。ロ

シア政府および中央銀行が「目標相場圏」を設定したのである。これによって

10 月 1 日までの期間 1 ドルは 4300~4900 ループリの問で取り引されること

になったほ)。また 8月 24日には政府・中央銀行は，この目標相場圏の有効

期間を 1995年末までに延長することを決定した(4)。こうして I強いループ

リ」が生まれ，輸入品の価格を引き下げ 4月以降の一連の処置による値上が

り要因を相殺したのであった。

若干の数字をあげると，輸入品への付加価値税・特別税が導入された 4月

28日において 1ドルは 5116ルーブりであった。 3カ月半後の 8月 14日には

それは， 4406ループリとドルは 14%下落 Lている O 一方で，経済省の専門家

らの試算によれば，輸入品への課税および関税の引き上げは，価格を 115~17

%J引き上げる程度にすぎないという (5)。また，ループリの安定とともに指

摘しなくてはならないのは，住民の高からぬ購買力は Iすでに価格形成の重

要な要素となってjおり，それが小売り価格の上昇を抑制しているということ

である (6)。

第9表 ループリの対ドル・レートの推移 (1995 年 1~5 月)

(単位田 1米ドル当たりループリ)

1月 2月 3月 4月 5月
1日 1日 1臼 1日 3日 10日 11日 12日 15日 16日 17日

3，705 4，048 4，473 4，899 5，130 5，108 5，106 5，088 5，056 5，026 5，038 

出所:側担eCTHH). 18陥耳 1995r..cTJl.l. 
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このような要因によって，食料品(とりわけ畜産物)の大幅値上げは，回避

されることになった。これは，まず市民生活の観点から見ると，大きな成果で

あることは間違いない。では，このような事態の推移は，政府の主張の正しさ

を証明するものと言えるであろうか。これには一定の留保が必要であるように

思われる。 3でも指摘したが，ょうするに新関税導入後の小売り価格の動向予

測の違いは，その「心理的」効果がどのような影響を及ぼすかについての解釈

の違いであった。ルシコフを初めとする反対派は，過去の例に基づき国産品も

便乗値上げがなされるものと確信していた。一方，推進派も試算により大幅値

上げはあり得ないとしながらも I心理的J効果については全面的な否定はで

きずにいたのであるO

このため，推進派は行政的処置に頼ることになった。それが， 1995年 5月

25日付けのロシア政府決定であり，モスクワ市に対して一定量の国内農産物

の買い付けを義務づけたのであった。これに加えて 6~7 月にはチュバイス，

ザヴェリューハを初めとする政府高官は，あらゆる機会をとらえて，関税引き

上げは食料品価格の高騰を招かないことを繰り返し述べ，便乗値上げに対する

牽制を行ってきた。現状は，このような決定・宣伝によって「心理的効果」を

抑えこんでいる，というのが正確なところであるように思われる。

さきの試算を再びあげれば 4月 28日から 8月 14日の聞にドノレはノレープリ

に対して 14%下落し一方で輸入品への課税・関税引き上げは価格を 15~17

%引き上げる程度である。これによれば，少なくとも輸入品の価格はループリ

ではほぼ同水準にとどまるはずである O ところが，同期間に輸入品をも含めた

食料品の小売り価格は， 24%の上昇を記録している(7)。すなわち，あきらか

に輸入品に関しては便乗値上げが行われていることになる O 市場メカニズムは

機能しだしたが，それはまだ完全な状態ではないのである O

次に論争のもう一つの焦点となった「閉鎖的市場論」の検証に移ろう。はた

して，モスクワ市の食料品市場は閉鎖的なのであろうか。それに一定の解答を

あたえてくれるのが第 10表であるO 同表は，モスクワとそれに隣接する 7州

(地図参照)のルイノック (8)での主要農産物価格を比較したものである O こ
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第 10表 モスクワとその周辺4諸日州時の点ル)イノックにおける主要農産物
価格(1995年 2月 1

(単位 :kg当たりループリ)

州名 牛肉 豚肉 バター植物油 じゃがL、も きゃべっ

モスクワ 17，142 19，241 29，006 6，980 2，036 2，234 

ヴラジィ ミノレ 9，000 10，000 - 6，000 1，300 2，500 

カノレーガ 10，000 12，000 17，000 4，500 1，100 1，200 

リャザン 8，000 8，500 18，∞o 4，500 1，200 800 

スモレンスク 9，000 11，500 16，500 5，250 700 2，000 

トヴェーリ 13，500 16，500 - 5，000 1，333 2，000 

トゥーラ 9，000 9，500 16，000 4，200 900 1，000 

ヤロスラヴリ 13，500 14，250 1，125 2，000 

出所:<KpeCTbSlHCKaSl P∞CHSI).1995 No.8， CTp， 10. なお，同紙でルイノックでの価格

が発表されたのは，この2月14日付けのそれが最後である.その後は第8表で

も使用した農業食料省算出の「ルイノックでの価格を考慮した小売り価格jの

みが発表されている.

O 

ミンスク

モスクワ周辺略図
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こでルイノックでの価格をとりあげたのは，そこにはなんらの法的な価格規制

も存在せず，独占現象がとりわけ明瞭に現れるからである O

第 10表を一見してわかるのが，モスクワにおける価格の突出である O その

価格差は，輸送経費だけによってはまったく説明不能である。このことは，周

辺の農民にとってモスクワ市場はなんらかの原因によってアクセスしがたい，

すなわち，ある種の独占状態にあることを意味している。

この原因として，最近しばしば新聞等で報道されているのが，マフィアとし

て知られる犯罪組織の暗躍であるO 例えば，スタヴロポリ地方の農業管理局で

の話によれば，モスクワへの進入路で、は「ある種の荒々しい若者が貨物を止め，

食料品を輸送していると判ると，元に戻るように要求し運転手を脅迫する」

という (9)。また，アストラハン州知事によれば，モスクワのある野菜集荷場

の支配人は，輸入野菜ではなく常にアストラハ Yの野菜を購入 Lょうと努力 L

ていた。すると「彼は脅迫された。そして，とうとう殺された。殺人犯は，も

ちろんのこと見つからなかった」という(10)。

さらにモスクワのルイノック自体も「プロの売り手」が大きな影響力をもっ

ている。彼らはかなり大きな組織力をもっており，物理的にルイノックを独占

している。基本的に暇な時間を利用するだけの一般生産者は，彼らに対抗でき

ずノレイノックから締め出されている O とりわけ目立つのが，アゼノレパイジャン

人である O 売り手に占める彼らの比重は 30~40% ， しばしば 50%にも達して

し、る(11)。

たしかにこのような犯罪組織の暗躍は， I閉鎖的市場」を形成する原因の一

つであると言ってよL、。だが，より構造的な原因は， ソヴィエト時代の農産物

の中央集権的分配システムに代わる市場経済的流通システムの未確立である。

以下では，このことをロシアにおける「商品取引所 (TOBapHaHo日開ω」の

現状(12)を例に検討しよう O

ここで，商品取引所をとりあげるのは，それが流通機構においていわば中枢

神経の機能を果たしているためである。穀物のシカゴ取引所，綿花・コーヒー・

砂糖のニューヨーク取引所といった例に見られるように，商品取引所には，あ
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らゆる情報が集中し，もって需要に応じた価格を形成し，それを全国さらには

全世界にフィード・パックしている。また，このような流通の中枢を検討する

ことによって，末端での状況もかなりな程度まで把握され得ると考えるためで

ある。

ロシアの「商品取引所」に関して，まず第 1に指摘しなくてはならないのは，

その実態がわれわれの理解する商品取引所とまったく異なる点にある。ロシア

における「商品取引所」は，中央集権的分配システムが崩壊しその際聞を埋

めるために企業間で自然発生的に広まったノtーター取引の非効率を克服するた

めの工夫として発展した。このようなそもそもの成立事情から「商品取引所J

では，先物取引ではなく現物の売買が主体として行われている。同様の理由お

よび「経済的な不安定，インフレの下での買われるものは売るという傾向を反

映しJ，取扱商品数は各々の取引所で 1500~2000 品目にも達しているのであ

るO また，取引所数も 1992年に実に 264を数え，乱立状態といって良い。さ

らにその開催は不定期である O 最近のデータによれば，週一回以上開催される

取引所は 32Lかなく，毎日開催されるものにいたってはわずか 5取引所にす

ぎない。

以上がロシアの「商品取引所」の特徴である。このようにロシアの「商品取

引所」は，われわれが想定する商品取引所成立の前提条件をことごとく満たし

ていなL、。まさに言葉だけが，形式的に移植され，実態の伴わない存在である

といえる。このため，ロシアの「商品取引所」の流通に対する影響力は，極め

て小さなものにとどまっている。

また現物取引の場としての「商品取引所Jも上述の要因に加え，関連法令の

未整備，現金の不足と言った事情から，取引が減少Lつつある。この傾向はと

りわけ農産物について顕著であり，全体の取引高に対する比重は 1992年の 9

%から 1994年前半には 0.9%にまで減少し I取引所の流通から事実上，消

え去ったj状態にあると Lヴ O このように，農産物取引は，客観的な市場価格

の欠如Lた下で，多分に偶発的・散発的な性格をもって行われているのである O

さらに市場経済的流通システムの確立は¥，、くつかの地方で行政的処置によ
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り域外の農産物取引が制限されていることによって阻害されている O 代表的例

がウリヤノフ州とタタールスタン共和国であって，これらの地方では生産者へ

の手厚い保護政策の実施の代償として，域外への交易が制限されているのであ

る(問。

このような状況は極めて逆説的な事態を生み出している。一つの例を紹介し

よう。ソヴィエ卜期の中央集権的分配システムの廃止は，かつての原価に一定

の割合の利潤を加えるという買い付け価格の形成原則をも過去のものとした。

このことは，良好な士壌・気象条件に恵まれ生産物原価が低く，それが故に買

い付け価格も低く抑えられてきた北カフカースのような地域により有利な条件

を与えることになった。 例えば， 1986~1993 年の間，ロシアの小麦価格は平

均して 400倍になったが， クラスルダール地方ではそれを上回る 490倍になっ

-'-. (14) 
o 

さらに需要も価格形成に重要な役割を果たすようになった。例えば，モスク

ワ・レニングラード・チェリヤビンスク・サマーラ・スヴェルドロフスク州、|で

は需要は大きく，従ってその価格水準はその周辺よりも高くなったのである O

だが，前述の市場経済的流通システムの未確立(すなわち個々の市場が閉鎖さ

れた状態)の下では，このような高い価格は，生産の増加や効率化を促進しな

かった。それどころか，反対に価格の動向が有利な地域では，逆に生産が減少

することとなった(第 11表)。経済省の高官は，この事象を「経営は，自ら

の財政問題を価格を引き上げ，販売量を減らすことによって解決しようと試み

ている」と断じた(15)。

このように現在のロシアにおいては，自己規制する経済システムとしての市

場は，十分に機能するにいたっていない状態にある。市場は分断され，隣接す

る地方聞にさえ著しい価格差が発生しかっ長期間にわたって維持されている O

このような条件下では，ある地域での不足が発生した場合，それは国産品より

も輸入品によって補われることとなる。このような構造こそが，特定地域(具

体的には大都市)において，異常に高い輸入への食料依存度を生み出した最大

の要因なのである。
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第 11表 牛乳の価格と生産量の推移 (1990~1993 年)

1 価格(19回年対 1990年・倍) I生産量(問3年対悶90年・%)

ロシア連邦平均 79 

うちレニ γグラード州 144 

モスクワ州 136 

トゥーラ州 85 

サマラ州 77 
パシコ ルスタ γ 71 

オレンプルグ州 72 

チェリヤピンスク#1 77 

クラスノダール地方 118 

スタヴロポリ地方 67 

ウリヤノフ州 17 

タターノレスタ γ 42 

オムスク州 83 

出所:(AJI(). 1994 No. 9. c叩 .56.
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さらにもう一つの例をくわえよう。モスクワ市の加工企業は，国内産の原料

よりも輸入原料を用いていることが多い。国産原料はたしかに輸入品に比べて

安価である。だが，市場経済的流通システムの不備から，望むだけの量が納期

どおりに確実に供給されるとは保障の限りではない(J6)。このため，加工企業

は割高ながら輸入原料に頼らざるを得ないのである。

1995年4月からの一連の処置は，課税・関税引き上げによって輸入品の価

格を上げその競争力を失わせるとともに，政府決定によって国産品の購入を義

務づけ，この構造の解消を狙ったものである。だが，その「有効性jは，客観

的に見てかなり怪しいと言わざるを得なL、。何故なら，それは問題の根本であ

る流通システムには，なんらの手も加えていないからである。この問題が解決

されない限り，食料品価格の急騰や食料品の不足といった懸念は，あらゆる機

会をとらえて再燃することであろう。

例えば， 10月に入って今年の穀物収穫が 6500万トン程度と 30年来の不作

となることが確定したこと. 12月に予定されているドゥーマ(下院)選挙で

ロシア共産党の優勢が予測されていることから，モスクワでは長期保存可能の
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食品の買いだめ現象が現れているという。いまのところ，商庖において顕著な

不足は観察されていないが，すでに卸売段階では， ソパ・米などの商品が出回

ることが稀になっているという (17)。さらには，今後のパンの価格をめぐって

様々な観測や憶測がとびかい，状況は再び不透明なものになっているのである。

注()) (3e削耳目 m且H)，1995 No. 35， CTp. 2. 
(2) (3e削買 HmonH) ， 1995 No.39，CTp.2. 

(3) dI3BeCTHSI)， 6附 sSI 1995 r.，CTp. 1. 
(4) (伽HaHCOB~e H3BecTHSI)， 29 ceHTSl6阿 1995r.. CTp. 5. 

(5) (3e削耳目 monH) ， 1995 No.35.CTp.2. 
(6) TaM lIe. 
(7) T釧lIe.

(8) ここでいうルイノックは，かつての「コルホーズ市場J，現在は単に「農産物市場I

と呼ばれている存在のことを指す。なお，ルイノックは，わが国では「自由市場Jと

いう通称で知られている。

(9) (PoCCHAcK割問3eTa).21冊田 1995r.. CTp. 2. 

制 作occ目白CKa耳目3eTa九 15鵬問 1995r.. CTP. 3. 
ω 州3BeCT目的. 4 OKT耳6阿 1995 r..cTp.5. 
回以下，商品取引所に関する記述は.(AsK).1995 NO.l，cTp.54-59.によるo

aa (KpecTbSlHcKaSl Pocc日置>. 1994 No.26，CTP.3. 
a~ (AsK).1994 No，9，CTP.56. 

崎 TaMlIe. 
O骨 f伽HaHCOB~e H3BeCTHゆ. 20冊 sSI 1995 r.. CTp. 5. 

自力 <M3BeCTHSI). 11 OKTSl6p冒 1995 r.. CTp. 1. 9. 

5，おわりに

本稿では，ロシアにおける農産物輸入論争を主にモスクワの状況を中心に紹

介・分析した。その結果，モスクワの強度の輸入食料品への依存の背景には，

市場経済的流通システムの未確立があることを指摘した。そして， 1995年 4

月以来の一連の処置は，この根本的原因の改善にはまったく注意を払わない行

政的処置であることをあわせて指摘した。従って，モスクワの強度の輸入依存
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体質は容易に解消することはないと思われる O

根本的な原因の解消，すなわち全国的な市場経済的流通システムの確立には，

もちろん，対応しての法制の整備，物質・技術的基盤の整備等に多大の時間と

資金を必要とする。だが，同時に部分的かつ限定的な試みですら十分な効果を

上げうる。その例をわれわれはカルーガ州で見いだすことができる O 同州|では，

1993年 5月の農業食料省の決定に基づき，アメリカ農務省の援助の下，価格

情報システムの構築の実験が着手された。初期の試行錯誤の後に，現在では主

要農産物の州での買いつけ価格・卸売価格・小売り価格・ルイノックでの価格

が定期的に新聞・ラジオで報道され，かっ中央部諸外|の価格情報も週ごとに交

換されるようになった(1)。

このような情報サービスの確立は，同州が域外との農産物の取引を禁止して

いないことと， 1992年以来民間企業主導で見本市等がひらかれており環境が

比較的整備されていることともあいまって， 日ぎましい成果を上げている。一

部の農業生産者は，自らの生産物をより高い価格の地区・州へと持ち出しこ

のことによって，現在のロシア農業の直面する大きな問題の一つである加工・

流通業者の独占体制に風穴をあけつつある。すでに「独占的立場に執着してい

る一連の加工企業」は，原料の入手が困難になり，し、くつかの地区においては，

工場の操業停止も発生したとLヴ。また，市場に出回る野菜・果物の種類も著

しく多くなったという (2)。

近年のロシア政府の行動には， しばしば行政的手法によって問題を一挙に解

決Lょうとする傾向がみられる。だが，実際に求められているのは，このよう

な堅実な改善の努力なのである。

注(I) (AIlI()， 1994 No. 9. CTp. 49-50. 
(2) (AIlI() ， 1994 No. 9. CTp. 50. 
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